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一般社団法人自然環境共生技術協会 副会長 

日本工営株式会社 代表取締役専務執行役員

公益社団法人日本技術士会 会長 

黒崎 靖介 
 

新年明けましてお

め で と う ご ざ い ま

す。令和6年9月に副

会 長 に 就 任 し ま し

た、日本工営株式会

社の黒崎靖介です。 

ま ず は 、 会 員 各

社・関係者の皆様の

日頃からのご支援と

ご協力に心より感謝

申し上げます。 

昨年は自然環境共生や生物多様性に関する

情勢が大きく前進した年でありました。環境

行政では、3月に「ネイチャーポジティブ経済

移行戦略」が策定され、4月には「生物多様性

地域連携促進法」を発展させた「地域におけ

る生物の多様性の増進のための活動の促進等

に関する法律（生物多様性増進活動促進法）」

が成立し、2030年までにネイチャーポジティ

ブ(自然再興)を達成するための政策が大きく

進展しました。また、企業やNPOにおいては自

然共生サイトの認証が進み、金融セクターで

はESG投資(環境・社会・ガバナンスを考慮し

た投資)の導入とTNFD(自然関連財務情報開示

タスクフォース)等の情報開示を通じた企業価

値向上の取組みが増加しています。消費者・

一般市民においても、生物多様性に配慮した

製品・サービスを優先的に購入したいという

意識・行動の変化がみられるなど、これまで

の公共が主体であった自然環境・生物多様性

の取組みが、社会全体に浸透してきたと言え

ます。 

一方で、昨年1月に発生した能登半島地震や

9月に発生した能登豪雨からの復旧・復興は現

在もまだまだ道半ばであり、今後は被災した

自然公園等施設の早期復旧や自然を活用した

災害復興を進めていく必要があります。 

さらに、世界に目を向ければ気候変動に伴

う自然環境変化への対応が急務であることに

加え、拡大する紛争による自然環境や生物多

様性への影響も大きな懸念材料ですが、現状

ではその情報すら得られない状態です。 

このように自然環境共生技術を取り巻く社

会環境は大きな変革期に差し掛かっています。

令和7年は、ネイチャーポジティブの実現と

30by30目標の達成に向けて、生物多様性や自

然資本の重要性がますます高まっていくもの

と思われます。 

折しも、NECTAは設立から20年となります。

令和7年5月には、NECTA20周年記念事業として

「ネイチャーポジティブに向けて自然環境共

生技術が果たす役割」をテーマとして「自然

環境共生技術協会20周年記念シンポジウム」

を開催します。また、初夏には第8回となる自

然環境共生技術研究会CoNECT2025を開催する

予定です。 

その他、自主研究活動・受託調査活動、特

別講演会、野外セミナー、技術セミナー、技

術士第二次試験受験講習会、環境省との意見

交換会等の開催を行い、自然環境共生のため

の技術的支援を行政機関はじめ民間団体等に

提供していくとともに、それにかかる対外的

発信をWEB、広報誌及び各種イベント等を通じ

て行っていくことで、自然環境共生型社会の

形成に貢献していきます。 

私自身につきましても、これまでの経験を

活かし、協会の発展に微力ながら貢献できれ

ばと考えております。皆様と共に、自然と共

生する社会の実現に向けて活動していけるこ

とを大変嬉しく思っております。 

どうぞよろしくお願い申し上げます。 
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1. 巻頭言 
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1. 開催日：令和 6 年 9 月 18 日（水） 

2. 開催方法：ハイブリッド方式 

（実会場）TKP 新橋カンファレンスセンター 

（オンライン）ZOOM 

3. 演題：自然環境行政の最新動向について 

4. 講師：番匠 克二 氏 

（環境省自然環境局自然環境計画課長） 

5. 講演会概要 

1) 生物多様性保全の取り組み 

昆明・モントリオール生物多様性枠組を受

けて、わが国では生物多様性国家戦略2023-

2030を閣議決定しています。新たな世界目標

ができた後、世界に先駆けて国家戦略を策定

したことで世界の場においても評価をいただ

いています。この戦略は2030年のネイチャー

ポジティブ（自然再興）の実現を目指して作

成しています。ポイントは生物多様性の損失

といわゆる気候変動を統合的に対応すること、

そのためには社会の変革が必要であること、

さらには30by30目標の達成を含めた取り組み

で、健全な生態系を確保し、自然の恵みを回

復していくことが大事であること、また自然

資本を守り生かす社会経済活動、特に企業活

動を中心とした経済活動が大事であることで

す。 

① 30 by 30 

30by30目標は、陸と海の30%以上を保全する

という目標です。日本は現状、陸域が約20%、

海域が約13%と30%には少し遠い数字となって

います。そのための二つの主要施策として国

立公園等の保護地域の拡充さらにはOECMいわ

ゆる民間などが守っている地域も含めた保護

保全地域の設定をしていこうと考えています。

国立公園は最近では、日高山脈襟裳十勝国立

公園の指定があり保護地域の広がりを見せて

います。さらに自然共生サイトの指定による

OECMの設定で少しずつ増やしています。 

 

② 自然共生サイト 

環境省では、民間等の活動によって生物多

様性の保全が図られている区域を自然共生サ

イトとして認定しています。令和5年度から行

っておりますが、同年度には前期、後期と1回

ずつ行い184ヶ所を認定しました。現在令和6

年度前期では約60ヶ所が自然共生サイトに追

加される予定です。自然共生サイトのうち保

護地域との重複を除いた形で国際データベー

スに登録してOECMとします。この自然共生サ

イト等の取り組みをさらに促進するために地

域生物多様性増進法が成立しています。来年

（令和7年）度から施行ということで現在準備

をしており、このような法制度に基づく形に

することで、さらに取り組みが進むことを期

待しています。また、この活動を促進するた

めにインセンティブが必要と考えています。

ひとつは支援証明書です。また専門家とのマ

ッチングや派遣、補助金・交付金の検討や税

制など多方面からインセンティブを検討して

います。支援証明書ではTNFD等への対応に活

用できるような設計を検討しています。支援

証明書ですが、内容としてはそれぞれの企業

活動の本業との関係や、この生物多様性枠組

みのターゲットとの関係など、そこまでのス

トーリーをしっかりと証明をする制度になり

ます。TNFDの中で単なるCSRではなく、生物多

様性の影響を軽減していることが証明できる

ような設計にするため現在検討を進めており、

今月からこの支援証明書制度を試行していま

す。今年度試行事業として、応募していただ

いた企業の方たちとしっかりと制度を形作り、

来年度から本格的にこの支援証明書の制度を

進めていこうと考えています。 

自然共生サイトとして、森林、都市の緑地、

里地里山などのタイプがあります。都市の緑

地や里地里山のタイプを海外の方に見ていた

だくと様々な反応があります。我々は日本型

OECMという言葉を使い、上記のような場所に

もOCEMとしての価値があることを示していま

すが、欧米などを中心とした海外の方には必

ずしも価値観が合うものではないところが課

題点となっています。実際、バンコクでのア

ジアの国が集まる会議にて、自然共生サイト

の話題が出た際にアジアの国々では一定程度

一緒にやろうというような反応もあります。

そういった国際的な仲間作りなどもしながら、

日本の自然共生サイトの理解を得ていくとい

うのも大事ではないかと思います。 

海・沿岸域についてはまだまだ事例が少な

いというのが実際のところです。藻場や海岸

2. 令和6年度特別講演会報告 
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沿いが認定例としてありますが、先ほど示し

たとおり海の保護地域というのはまだ約13%で

30%には程遠く、OCEMだけでは届かない現状で

す。今後OCEMの取り組みとして海の方に一層

乗り出していかなければいけない状況です。 

③ 生物多様性の回復・創出 

自然共生サイトの制度は、既に生物多様性

が豊かな場所を対象としています。一方でネ

イチャーポジティブの実現をみたときに、劣

化した生態系の回復・創出を図っていくこと

も大事です。これまでの自然共生サイトをい

わゆる維持タイプとすると、豊かだから維持

するというタイプだけではなく、今は豊かで

はないけれども、回復・創出していくことも

やっていかないといけません。今回法律に基

づく地域生物多様性増進活動という中で、回

復・創出を含めて考えようとしています。つ

まり今は生物多様性の豊かな場所が自然共生

サイトという形になりますが、来年から法律

が施行されると回復型、創出型のものも枠組

みに入ってきますので、さらにこの自然共生

サイトの枠が広がることになります。 

④ 生物多様性枠組み実現日本会議（J-GBF） 

取り組みを前に進めるために国連生物多様

性の10年日本委員会があり、2030年までの目

標を実現する組織として「生物多様性枠組み

実現日本会議（J-GBF）」が作られています。

会長は経団連の戸倉会長が務めています。J-

GBFには、様々な団体に入っていただいていま

す。関係団体には経済界が多く、経団連経済

同友会商工会議所、またJAや森林組合などに

も入っていただいています。さらに保全普及

啓発団体ということでIUCN-Jや自然公園財団、

自然保護協会などこれまでも環境省とよくお

付き合いがあった団体にも入っていただいて

います。経済界と保全団体が完全に一対一の

ような形で、揃って活動する状態が非常に重

要と感じております。我々は以前、保全団体

とはよくお付き合いしていましたが、保全団

体と話している際に経済界が一緒に話に入っ

てくることはありませんでした。会議を行う

と保全団体の人が意見を述べ、経済界の代表

が意見を返すという状況です。それを観たと

きに時代はだいぶ変わったと感じました。 

⑤ TNFD（自然関連財務情報開示タスクフォ

ース） 

TCFDいわゆる気候関連、CO2関連の財務情報

の開示が進んでいる中で、次はTNFDが出てく

るのがもう明確になっています。そのような

経緯もあり関係企業の方々が準備という面も

あり、関心が高くなっています。特にEUが早

く、実際取り組みでもEUが少し先行していま

す。既に23年施行のCSRD（企業サスティナビ

リティ報告指令）が始まっており、域外企業

への適用はまだ先となっていますが、EU内に

て域外売上高や子会社、支店があるところは

義務がかかり始めています。義務がかかるこ

とが決まっているため、施行年に向かって準

備をしていかなければならないところが非常

に大きいと思っています。特に日本には、EU

にも支店を持っているような国際企業が非常

に多いため、そういった面でもこのような動

きの影響は非常に大きく受けると思っていま

す。TNFDに手を挙げた会社は2024年8月現在世

界で423社ですが、その中で日本の企業が113

社と圧倒的に多い状況になっています。日本

のいわゆる製造業などの会社が多く参加して

います。このような活動に最初から入ってい

くことで企業活動として不利にならないよう、

出遅れないようにと、非常に意識高く取り組

んでいただいています。経団連の方とお付き

合いをしていても非常に生物多様性において

意識が高く、進んでいるという状況にありま

す。 

 

2) 自然環境局の他課の政策 

① 国立公園 

国立公園満喫プロジェクトについては、国

立公園を訪れる人については来日者の消費額

が23％高く、満足度の向上、滞在日数の延長

などの効果が表れています。十和田八幡平で

滞在体験の魅力向上に取り組む「先端モデル

事業」を展開しています。宿泊施設は国立公

園に滞在し、国立公園を楽しもうという人に

とって、キーポイントとなる場所です。国立

公園ならではの感動体験を提供できるような

宿泊施設と連携をしていこうと進めています。

現在ガイドラインを示し、その後の連携方策

の試行に向けた公募などもしていこうと進め

ていますので、また注目をいただければと思

います。 

② 野生生物 

野生生物については、希少種保全対策とし

て国内希少野生動植物種を現在448種指定して

います。鳥獣管理は、二ホンジカ、イノシシ、

クマの管理に取り組んでいます。イノシシは

豚熱の影響もあり半減しましたが、ニホンジ

カの影響がまだまだ大きくあります。地方の

現場に赴いた際、影響の大きさを感じる方も

多いと思います。また、クマが令和5年度非常

に問題になりました。人身被害の件数が令和5

年度は史上最高になっています。こうした事
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例を受けてクマ類の被害防止に向けた対策方

針を取りまとめました。人とクマの棲み分け

を図る必要があると考え、クマ類を4月に指定

管理鳥獣に指定しました。また関係省庁と連

携して取り組むということでパッケージを公

表しています。今後鳥獣保護管理法の改正も

考えており、クマ類に対する対策を進めてい

るところです。 

③ 外来種対策 

注目度の高い外来種にマングース、ヒアリ、

ツマアカスズメバチ、スパルティナがありま

す。既にご存知だと思いますが、9月3日に奄

美大島にてマングースの根絶宣言に至ること

ができました。こうした取り組みなども活用

しつつ、外来種の対策をさらに広めていく必

要があると考えています。 

④ その他の自然環境局の施策 

令和7年の重点施策を説明しましたが、それ

以外にも幅広い政策があります。私が最近行

っているものでかなりのウエイトを占めてい

るのは、南極の問題や、公海深海底の生物多

様性の話と、様々なテーマが自然環境局にあ

りますので、幅広く興味を持って見ていただ

ければと思います。 

参考：令和7年度環境省重点施策集（令和6年8

月） https://www.env.go.jp/guide/ 

budget/r06/page_00002.html 

（事業委員長 河野 勝） 

 

 
1. 開催日：令和 6 年 12 月 4 日（水） 

2. 開催方法：オンライン配信（ZOOM） 

3. テーマ：自然共生サイト 

4. 講師 

（1）企業のネイチャーポジティブ経営に向け

た自然共生サイトの活用可能性 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 

中川考介氏 

（2）生物多様性評価に関わるモニタリング技

術と自然共生サイトへの応用について 

サンリット・シードリングス株式会社 代

表取締役（CEO） 石川奏太氏 

5. セミナー開催の趣旨 

環境省は2023年4月から、「民間の取組等に

よって生物多様性の保全が図られている区域」

を「自然共生サイト」として認定している。 

この制度では、企業の森や里地里山、都市

の緑地など、多様な地域での生物多様性保全

活動を支援することを目的とし、今後OECMと

して国際データベースに登録される予定であ

る。 

自然共生サイトの認定には、生物多様性の

評価やデータの収集と管理、技術的な基準の

設定、持続可能な管理、地域住民との協力、

資金調達などの技術的な課題がある。  

第１回技術セミナーでは、自然共生サイト

の認定に関わったコンサルタント担当者から、

認定に関わる具体的なプロセスや課題につい

て、また、自然共生サイトの認定のエビデン

スとして注目される「環境モニタリング技術」

に関し、生物多様性の評価やデータ収集に関

わるベンチャー企業の代表者から最新の事例

を紹介していただいた。  

6. セミナーの概要 

1) 企業のネイチャーポジティブ経営に向け

た自然共生サイトの活用可能性 

① 自然共生サイト制度の概要 

ネイチャーポジティ

ブの達成に向け、環境

省が民間企業等の保有

する生物多様性に貢献

する土地を認証する

「自然共生サイト制

度」の運用が開始され

ており、企業の森・ビ

オトープ・自然観察の森・里地里山など企

業・団体・個人・自治体による様々な取組の

区域が認定されている。認定区域は、保護地

域との重複を除き、OECMとして国際データベ

ースに登録される。自然共生サイトは、

30by30の実現に向けた主要施策であり、保全

だけではなく生物多様性の損失を止め、人と

自然との結びつきを取り戻し、地域の経済・

社会・環境問題の同時解決につながる場とし

て注目されている。 

② 実際の支援ケースから得られた示唆 

自然共生サイトの認定に向けた一般的なプ

ロセスは以下のとおり。 

 
 

企業において自然共生サイトの認定の価値

を最大化するためには、昨今の生物多様性や

ネイチャーポジティブ等の潮流を踏まえ、経

営層等が自然共生サイトの申請の意義や目的

を適切に理解し、社内の合意形成を促進させ

る必要がある。また、自然再生サイト認定を

適切にPR・訴求するための企画立案や広報コ

ンテンツの作成なども重要であり、調査・申

3.令和6年度第1回技術セミナー報告 
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請書作成に限らず、企画・立案段階の事前準

備や認定取得後のフォローアップ等も、認定

の価値を高めるためには重要である。 

また、申請にあたっては「生物多様性の価

値」を把握するために現地調査を企業担当者

とともに実施することで、自然生態系の視点

から自社の土地の新たな価値・重要性を新た

に認識することもある。環境調査では、植物

相・植生による植物、スポットセンサス・観

察による鳥類や環境DNA調査による魚類等動物

の項目について行い、重要種の生育・生息状

況を確認するケースが多い。 

企業が自然共生サイトの申請を進める動機

の一つとして、企業方針に伴うトップダウ

ン・生物多様性に関する戦略的な取組、コス

トセンターであった自社所有地への生物多様

性の観点から新たな価値への期待がある。 

一方で、全国各地に広大な自社保有地を所

有する企業では、それらの土地の中から、申

請を進めるサイトの優先順位の評価も必要と

なる。このような企業では、現地調査の前段

階において、オープンデータによる机上解析

やヒアリングにより、ポテンシャルを評価す

るためのプロセスを確立し、優先順位の検討

も行っている。 

多くの企業では、モニタリングのコストや

申請後のインセンティブ等についての関係者

の理解を得にくいことを課題として挙げてい

る。自然共生サイト認定後においても、継続

的な取組にしていくため、共生サイト申請の

意義・目的を踏まえ、広域的かつ簡易的なポ

テンシャル評価の方法論の確立、持続可能な

モニタリングに向けた体制や技術の進展、そ

の土地を保有し認定することによる分かりや

すい経済的インセンティブについての制度が

期待される。 

③ さらなる展開に向けて 

自然共生サイトは、現時点では自社所有地

での取組が中心であるが、今後は同制度をバ

リューチェーンエンゲージメント（自社の関

係する取引先等に対して、環境負荷の低減を

要請・牽引するための協働的な取組）の一手

段として捉えることで、自社所有地に限らず

地域全体の生物多様性の保全・再生への貢献

策としても活用可能であると考えられる。 

 

脱炭素分野では既に取組の主要分野が自社

内から社外へ移行しつつあり、この流れは自

然環境分野にも求められていくと考えられる。

加えて、生物多様性の保全の価値を価値化・

取引可能なもの（生物多様性クレジット）と

することで、地域や世界の生物多様性の保全

や再生へのポジティブな資金フローを作るこ

とについても注目が集まっている。 

欧州・北米では、再エネ調達時における生

物多様性への配慮・貢献策として、自然共生

型再エネの概念提示や関連する認証制度の運

用が見られる。エネルギーや農作物等の需要

側企業がそれらの調達先、あるいは周辺地域

における自然共生サイト取得を進めることで、

バリューチェーン・サプライチェーン全体で

の生物多様性の保全・再生への貢献が期待さ

れる。 

 
 

2) 生物多様性評価に関わるモニタリング技

術と自然共生サイトへの応用について 

生物多様性保全の現

状として、2023年度の

自然再生共生サイト認

定実績が計184カ所・

8.5haあり、個所数で

は100以上あるものの

面積としては目標の

2.2%に留まっている。

既に保全が進んでいる敷地の認定だけでは目

標達成は不可能であり、今後は人口減少等に

より管理放棄された里地里山等の再生による

OECM認定、劣化した生態系の再生と持続的な

保全活動が鍵を握っている。 

OECMの認定基準として生物多様性の価値に

関する9つの基準があり、実際に登録されてい

るサイトの価値別で偏りはあるが、「里地里山

といった二次的な自然環境」「生態系サービス

の場」「希少な動植物種が生息生育している場」

などが今後も重視されると考える。 

モニタリングは、「場」「種」「機能（生態系

サービス）」のそれぞれの価値のつながりに注

目して計画することが本質的に重要である。 

例えば「種」の場合、希少種が生息生育し
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ている場だけではなく、多様な在来種が定着

できる環境を保全することが大事であり、「場」

として「生息適地」をどのように可視化し、

継続してモニタリングできるかが重要である。 

また、広大な範囲を対象とした生物調査の結

果において、「生き物が見つからなかったこと」

が、「生息しない」というわけではないが、

「種」を過小評価してしまうリスクがある。

水源涵養機能・生息地としての機能など生態

系サービスの項目を、具体的に定量評価して

いく手法まで一般化されていない。広域的か

つ長期的かつ定期的にモニタリングコストを

抑えられ技術の確立が期待される。 

そこで、自社開発した生態系データ化技術

では、例えば１つの植物種の情報から、土

壌・水のサンプルをもとに独自のデータベー

ス・環境DNA分析により、その花に集まる生物

（訪花者）・葉を食べる生物（植食性昆虫）・

地下の共生微生物を複合的に分析・可視化し、

生物の相互関係から生まれる生態系サービス

を評価している。 

生態系ネットワーク解析技術として、生態

系の繋がりをネットワークで可視化し、土

壌・水中微生物と動植物との共生関係を人為

的に再構築する理論と手法について分析して

いる。「場」の分析としてGISを用い、土壌硬

度や透水性などの物理的評価・植生指標など

から生態系の劣化度を判断するなど、俯瞰的

に可視化し、複数の分析・モニタリング技術

によって、NCP（自然の寄与）の各項目に数値

的な価値を加えることを目指している。企業

にとっても、生態系について数値化すること

は企業価値をあげていくことに寄与する。 

① 岡山県西栗倉村： 

岡山県西粟倉村においては、百年の森林構

想として村内92％を占める森林を資産と捉え

森林管理をしていく地方創生の事例で、現在

のスギヒノキ単相林に近い人工林の村有林を

対象に、樹種・土壌調査・検体採取を実施し、

植物と共生する土壌微生物（真菌類）のデー

タおよび地理情報の解析から見えない森林生

態系ネットワークを可視化した。 

農業において森林の資源として微生物を稲

の苗づくりに利用し、収量が増加することを

実証している。生物多様性が生産性の向上に

繋がり、森林を大切にするというモチベーシ

ョンになり、木材バイオマス以外にも生物多

様性資本の一つになると考える。 

独自分析ツールを用い、森林における生物

多様性の俯瞰として、生物多様性調査・環境

DNA分析を通し、植物・土壌微生物・植物を利

用する動物・昆虫類をGIS上に示した。これら

の各地点を線でつなげ、土壌の連続性を示し、

チョウなどの動物の生息地を線でつなげコリ

ドーとして、エコロジカルネットワークが森

林の中でどう繋がっているのかを可視化して

いる。そして、多様な動植物が生息生育する

原生林について、同じ土壌がある人工林の場

合、土壌微生物の分布を元に、次にどのよう

な植物を植えるべきか、生物多様性の観点か

ら森林造成の具体的なシミュレーションが可

能になると考える。 

 
森林地のゾーニングを考えるにあたり、一

部ではカーボンクレジットや治山・防災のた

めの森林地、一部ではOECMに登録する森林地

を造成するなど、地図上でのシミュレーショ

ンが可能となる。 

また、保全地における効果測定として、植

物と訪花生物の相互関係ネットワークをデー

タ化し、どの樹木を植栽することで定着、増

加が期待される生き物の可視化が可能である。

地上部に蓄積された炭素量の推定値・土壌に

蓄積されている炭素量の推定値を入れて可視

化し、カーボンクレジットの信頼性を高める

ツールなどに活用できる。 

② 名古屋市： 

名古屋市では、宅地開発で損失する湿地

帯・ビオトープをどこにつくるべきか検討を

するにあたり、豊かなビオトープの基準・指

標、プロセスの可視化・形式化が必要であっ

た。ポテンシャルマップ作成・環境DNA分析・

ビオトープ作成を行い、主分布のポテンシャ

ルの可視化、隠れた生息適地の発掘、高ポテ

ンシャル地点の絞り込み、一坪ビオトープの

実践など、ビオトープづくりへ寄与した。 

 
 

湿地帯に限らず、生物多様性に配慮した商

業施設・宅地・工場等の開発、グリーンイン
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フラ事業の促進に向けた土地改良・高速緑化

技術、緑化形成・干潟における水環境改善支

援など、自治体・企業・市民レベルなど様々

なニーズへ適用し、プラットフォームとして

活用可能な技術である。 

③ 堺市： 

堺市における実証事業では、地域の保全活

動（ランドケア）に対する持続的・継続的な

インセンティブの創出を行った。保全・啓発

に対する持続的な予算確保が難しく、周辺企

業の投資意欲を誘引する働きがけが難しい中、

大企業だけでなく、地域の中小企業において

も、自然資本や生物多様性に配慮した事業を

行うために、ランドケアに対する科学的根

拠・経済的評価に基づく評価が必要であった。 

そこで堺市の南部丘陵の生物多様性が持つ

価値を可視化し、堺の緑活における自然資本

および生態系サービスへの正のインパクト評

価を保険・金融関係に提供した。これらの評

価結果が、地域における保全活動に企業から

の投資を呼び込むための保険の組成やグリー

ンコンサルティングサービスの検討、そして

OCEM認定へと繋がることを期待している。 

 

3) 総合討議・意見交換 

当日、視聴いただいた方から多くの質問が

寄せられた。活発な質疑応答・意見交換がな

された。 

(西武造園株式会社 尾関 雄一郎) 

 

 
1. 開催日：令和 6 年 11 月 20 日（水） 

2. 参加者：10 名 

3. 場所：なごや東山の森および名古屋市東

山動植物園 

4. 造園 CPD：3.5 単位 

 
集合写真（ふれあいの森 里山の家前にて） 

 

5. 解説者：房村 拓矢 氏 

（名古屋市環境局環境企画課） 

6. 実施概要 

■なごや東山の森 

名古屋市東部の丘陵地に位置する「なごや

東山の森」は、南北に連なる樹林地の中に水

辺や湿地が点在し、多様な動植物が生息・生

育している約400haのエリアとなっている。 

そのうち、隣接する都市公園である平和公

園と東山公園の一部で構成される約285haが、

令和6年2月に自然共生サイトに認定された。 

都市部近郊における里地里山である「なご

や東山の森」では、市民・企業・行政の協働

により維持管理や環境教育の場として継続的

に保全や活用が進められている。 

■生物多様性に関する名古屋市における取り

組み 

名古屋市では、生物多様性に向けて、「なご

や東山の森」の自然共生サイトへの登録の他

にも様々な取り組みを進めている。 

具体的には、「生物多様性なごや戦略実行計

画2030」の策定や、なごやネイチャーポジテ

ィブシンボルマーク/ロゴマーク、市民向けリ

ーフレットの作成のほか、市民や民間の事業

者、団体を巻き込むしかけづくりなどに取り

組んでいる。 

 

7. 実施行程と内容 

名古屋市営地下鉄東山公園駅に10:00に集合

し、「なごや東山の森」を構成する「ふれあい

の森 里山の家」を訪問した。 

 
ふれあいの森（東山スカイタワーから望む） 

■ふれあいの森 里山の家 

里山の家において、名古屋市環境局環境企

画課 房村氏より、「なごや東山の森」の自然

共生サイトへの申請・認定に関する背景や経

緯、苦労した点などについての説明を受けた。 

4. 令和6年度野外セミナー活動報告 
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自然共生サイトへの申請等に関する説明（里山の家） 

 

房村氏から説明を受けた主なポイントは、

以下のとおりである。 

●申請に至った経緯 

 2010 年に名古屋市において COP10 が開催さ

れたことが、生物多様性に対する機運が高

まる一つのきっかけとなった。 

 その後の生物多様性に関する動きを受けて、

全国 199 自治体が加盟する「生物多様性自

治体ネットワーク」が作られ、名古屋市が

代表を務めている。 

 名古屋市では、「なごやネイチャーポジテ

ィブ宣言」に合わせて「生物多様性なごや

戦略実行計画 2030」を令和 5 年 10 月に策

定・公表してきた。 

 これらの流れを受けて、令和 5 年から「な

ごや東山の森」の自然共生サイトの認定に

向けて、関係者等との調整や協議を進め、

令和 6 年 2 月に自然共生サイトに認定され

た。 

●自然共生サイトへの申請 

 自然共生サイトに認定された「なごや東山

の森」は、名古屋市が所有する都市公園が

多くを占めているが、一部は名古屋高速道

路公社有地や国有地が含まれている。 

 生物多様性の観点から、申請する範囲や含

まれるもしくは除外する施設や設備を環境

省との協議によって決定した。また、土地

の保全継続に係る担保性も重要であること

から、民有地の多いエリアを除外するなど

の調整を行った。 

 当該地域は都市部に位置することが大きな

特徴であり、様々な種の生息・生育だけで

なく、健康や教育、癒やしなどの Well-

Being につながる生態系サービスを提供し

ているエリアであることを申請時には記載

にした。 

 当該地域は、過去から行政と連携しながら

様々な市民団体等が積極的にモニタリング

や保全活動等を実施しているエリアであっ

たことが、申請時の根拠資料及びアピール

ポイントとなった。 

 認定に際して、「広大な地域でモニタリン

グ、管理、外来種駆除が行われており、生

物多様性保全への貢献が大きい。」「市民と

行政の協働による取り組みとして大変優れ

ており、自然共生サイトの優良事例として

他の自治体等への波及効果は高い。」との

評価を委員から得ている。 

 自然共生サイトは 5 年以内に申請の更新申

請が必要となっているが、当該地域では、

市民団体等によるモニタリングや保全活動

が充実していることから、それらの活動内

容をもとに更新申請を行うことを予定して

いる。 

 

●申請時の苦労や認定による効果 

 自然共生サイトへの申請にあたっては、申

請区域を明確にすることに一番苦労した。 

 申請区域を決めるためには動植物に関する

既存データの収集が必要になるが、保全団

体等への情報提供の依頼、アンケート等に

よって対応した。 

 土地の所有者に関する情報の収集・整理も、

地道な調査・確認作業が必要となった。 

 以上のような苦労もあったが、認定された

ことで市民に対する生物多様性に関する取

り組みを PR する様々な機会を得ることが

できた。 

 また、申請等を通じて当該地区で活動して

いる保全団体等と行政との関係が強化され

たとともに、保全団体等にとっては認定さ

れたことが活動等に対するモチベーション

向上につながったと聞いている。 

 さらに、当該地域における活動に関する民

間企業などからの問い合わせが行政に届く

ようになり、保全団体への加入者数も増加

してきている。 

●名古屋市におけるその他の取り組み 

 名古屋市では、生物多様性に向けて様々な

取り組みを進めている。 

 政令市としては初となる「なごやネイチャ

ーポジティブ宣言」に合わせて「生物多様

性なごや戦略実行計画2030」を令和5年10

月に策定・公表している。また、機運醸成

のため市民からの公募と投票によってなご
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やネイチャーポジティブシンボルマーク/

ロゴマークを作成している。 

 生物多様性やネイチャーポジティブの内容

をわかりやすく説明するための市民向けリ

ーフレットを作成している。 

 「なごやいきものクエスト」としてスマホ

で動植物の情報を市民から集めたところ、

令和 6 年度は速報値で 1,761 人が参加して

25,314 件の投稿があり、盛り上がりを見せ

ている。 

 「生物多様性重要エリアマップ」を作成し

開発事業者が活用しやすい情報を公開して

いる。 

 作成したガイドラインに沿って、都心部を

中心とする市街地において生物多様性に配

慮した緑化を進めることで、チョウや野鳥

等を呼び戻すとともに、生物多様性の大切

さを伝える取り組みとして「都心の生きも

の復活事業」を進めている。 

 「なごやネイチャーポジティブパートナー

制度」において、ネイチャーポジティブを

目指す事業者や団体を認定している。 

 

里山の家での説明等の後、「ふれあいの森」

の散策路沿いを歩き、生物多様性に向けた

様々な取り組みの実施状況などを見学した。 

  

  
ふれあいの森での取り組み内容の見学 

 

■星が丘テラスにおける取り組み 

●星が丘テラス 

名古屋市営地下鉄星ヶ丘駅に隣接した複合

型の商業施設である。 

施設全体は緩やかな傾斜地に道路を挟んだ

形で建物が配置され、多くの店舗で構成され

ている。 

●生物多様性に配慮した緑化 

星が丘テラスでは、名古屋市が進める「都

心の生きもの復活事業」の一環として、生物

多様性に配慮した緑化が行われている。 

  
生物多様性に配慮した緑化 

 

■名古屋市東山動植物園 

「なごや東山の森」を構成する名古屋市東

山動植物園を見学し、高さ地上134mの東山ス

カイタワーから「なごや東山の森」の全景を

確認した。 

また、植物園では、令和3年4月にリニュー

アルオープンした国指定重要文化財の「温室」

も見学した。 

  
国指定重要文化財の「温室」 

 

8.所感 

「なごや東山の森」が自然共生サイトに認

定されたポイントは、多くの市民団体等によ

る充実した活動があったことが大きいとの説

明を受けた。 

しかし、行政がそれらの活動等を積極的に

バックアップしており、全国における今後の

生物多様性の保全・向上に向けた仕組みづく

りの大きなヒントになったのではないかと感

じた。 

(中央復建コンサルタンツ株式会社 山内寛) 

 

 
〇法人設立20周年を迎えた当協会の新年度

（令和6年度）の各事業が本格的に始動し、野

外セミナー、2回の技術セミナーが開催されま

した。地域の生物多様性の維持、回復、創出

を促進するための新法である地域生物多様性

増進法の制定を受け、関連する施策が加速す

る中で、野外セミナーでは、今年自然共生サ

イトに認定をされたばかりの「なごや東山の

森」の視察を行いました。また、技術セミナ

ーでは、「自然共生サイト」や「ネイチャーポ

ジティブ経済」といった今注目を集めるテー

マで開催しましたが、各回とも多数の参加を

いただきました。このように、GBFの2050年の

ビジョン「自然と共生する世界」達成に向け

て施策が急速に動き出そうとしている中で、

5.NECTA最近の動き 
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法人設立20周年の節目を迎えた当協会がより

一層の貢献ができるよう、取り組んでいきた

いと考えています。 

○かねてより準備をしてきました、NECTA事務

所の八丁堀から人形町への移転作業を終えて、

昨年11月18日から新事務所での業務を開始し

ました。 

 新事務所は、人形町駅（日比谷線・都営浅

草線）あるいは水天宮前駅（半蔵門線）から

も近い、至便の場所にあります。また、新オ

フィスは、とても明るい雰囲気で、また使い

勝手の良いスペースとなりました。各種会議

やセミナーに、今まで以上に活用していただ

けるものと思います。20周年を機に、ネイチ

ャーポジティブの実現に向けたさらなる貢献

が求められるNECTAの、新たな活動拠点として

ふさわしいものとなったと思います。 

（企画運営委員長 神田 修二） 

 

 
【委員会活動】 

＜企画運営委員会＞ 

・令和6年度第7回/令和6年10月8日 令和6年

度通常総会、事務所移転に伴う経費、20周

年記念事業について 

・令和6年度第8回/令和6年11月19日 新年挨

拶回り、環境省との意見交換会、第2回理事

会、20周年記念事業、第8回CoNECT2025につ

いて 

・令和6年度第9回/令和6年12月9日 新年挨拶

回り、環境省との意見交換会、20周年記念

事業について 

＜事業委員会＞ 

・事業委員会開催/令和6年10月30日 

・秋の野外セミナー開催 東山の森視察/令和

6年11月20日 

＜広報委員会＞ 

・NECTA NEWS 第82号/令和6年10月15日発行 

・令和5年度事業報告のWebサイトへの掲載 

・名簿、パンフレットの改訂 

・Webサイトの更新 

＜研究委員会＞ 

・令和6年度第4回研究委員会/令和6年11月5日 

各研究会の近況報告、令和６年度技術セミ

ナーについて 

・令和6年度第5回研究委員会/令和6年12月5日 

各研究会の近況報告、20周年記念シンポジ

ウムでの発表について、令和6年度技術セミ

ナーについて 

【研究会活動】 

＜生物多様性技術研究会＞ 

・令和6年10月29日 生物多様性の保全や活用

手法のスケールと被らないことを意識した

「庭からはじまる生物多様性」で」目指す

ボトムアップによる手法のためには、地域

の人々の行動変容が必要だが、NECTAとして

何ができるのか踏まえ、今後議論すること

になった。令和6年12月9日も開催。 

＜自然とのふれあい技術研究会＞ 

・令和6年10月17日話題提供：施設の長寿命化

について①GRP素材の事例紹介（株式会社 

コムテック）②長寿命化を図る技術（札幌

斉藤木材株式会社） 

・令和6年12月10日話題提供：①木材・プラス

チック再生複合材(WPRC)循環型木質建材の

事業化～木材工業製品としてのエコＭウッ

ド～（株式会社エコウッド 代表取締役会長 

石本康治、顧問 渡邉厚） ②自然公園にお

けるラスコジャパンの最新開発動向 FFU製

人道橋、レキ交じり地盤対応基礎工法、ド

ローン運搬について（株式会社ラスコジャ

パン関口隼紀） 

＜自然再生技術研究会＞ 

・令和6年11月14～15日 三方五湖で実施され

た自然再生協議会全国会議に参加。会議後、

事務局による事後アンケートにNECTAからの

質問を10問追加させて頂いた。 

 

 
■令和6年度「環境省とNECTAの意見交換会」

（新春特別セミナー） 

＜開催内容＞ 

・日時：令和7年1月28日(火)15:00～17:00 

・形式：NECTA会議室及びWebexによるリモー

ト会議併用方式 

・概要：（一社）自然環境共生技術協会では、

例年、環境省からの新年度自然環境施策の

重点とそれを踏まえた主要予算のご説明及

び環境省担当官とNECTA会員との意見交換を

通じ、自然環境行政の動向の共有と新年度

からの事業の円滑な実施を願って参りまし

た。本年は「新春特別セミナー」として、

上記趣旨に基づき「環境省とNECTAの意見交

換会」を開催いたします。今後の官民協働

を進める上でとても重要な会合ですので、

会員の皆様の多数のご参加をお願いいたし

ます。 

・参加申込：タイトルを「意見交換会の参

加」としていただき、氏名、所属、電話番

号、メールアドレス（必須）を記載のう

6.協会活動報告 

（令和6年10月1日～12月31日） 

7.お知らせ・イベント情報 
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え、1月23日（木）までに(一社)自然環境共

生技術協会（NECTA）事務局 e-mail necta-

1@necta.jpまでメールにてお申し込みくだ

さい。 

 

■令和6年 第3回技術セミナーのご案内 

「長距離自然歩道の今とこれから」 

＜開催内容＞  

・（仮）「長距離自然歩道におけるリバイバル

プランについて」（講演者：佐々木真二郎氏 

環境省 自然環境局 国立公園利用推進室長） 

・（仮）「みちのく潮風トレイルにおける管理

運営の実際と課題」（講演者：相澤久美氏 

認定NPO法人みちのくトレイルクラブ事務局

長・常務理事） 

・総合ディスカッション 

＜開催概要＞ 

・日時：令和7年1月20日(月)15時～17時 

・場所：(一社)自然環境共生技術協会 会議室 

東京都中央区人形町3-11-2レコルテ85ビ

ル4階 

電話：03-6280-3722 

・開催方法：オンライン配信（上限100名） 

当日の質問等はチャットで受け付けます。 

・参加費：無料（事前申込必要） 

＜登録方法＞ 

・参加申込：(一社)自然環境共生技術協会 

（NECTA）事務局 

e-mail necta-1@necta.jp 

※上記メールアドレスに登録事項（ご

氏名、ご所属、電話番号、メールア

ドレス）を記載の上、1月15日までに

お申込下さい。 

 

■20周年記念事業の開催予定 

一般社団法人自然環境共生技術協会の20周

年記念事業について、令和7年5月27日（火）

14：30より航空会館にて予定しています。 

詳細が決まりましたら、NECTA ホームペー

ジ（https://www.necta.jp/）に掲載いたしま

すので、奮ってご参加いただきますようお願

い申し上げます。 

 

■第8回自然環境共生技術研究会

（CoNECT2025）の開催予定 

自然環境行政に携わる環境省職員および関

連事業に従事する民間企業の技術者が一堂に

会し、各々が有する技術や情報の共有を通し

て、より実効性の高い自然環境共生技術を探

求する場として、今年も環境省自然環境局と

一般社団法人自然環境共生技術協会（NECTA）

の共催で「自然環境共生技術研究会

（CoNECT2025）」の開催を予定しています。 

開催日は令和7年6月26日（木）～27日

（金）、会場はTKP新橋カンファレンスセンタ

ー、特定テーマは「野生生物」（講師：石井実

先生）を予定しています。 

詳細が決まりましたら、NECTA ホームペー

ジ（https://www.necta.jp/）に掲載いたしま

すので、奮ってご参加いただきますようお願

い申し上げます。 

 

■NECTA事務所の移転の報告 

総会でご報告させていただいたとおり、八

丁堀スクエアビルの建替えに伴い、11月16日

に事務所を移転いたしました。事務所の移転

先は下記のとおりとなり、旧事務所と同じ中

央区内で、人形町駅近傍のビルとなります。 

・新事務所住所 

〒103-0013 

東京都中央区日本橋人形町3-11-2 

レコルテ85ビル4F 

・電話番号 

03-6280-3722（変更なし） 

 
 

■NECTA会員名簿・パンフ改訂のお知らせ 

会員の皆様のご協力により、NECTA会員名簿

（令和6年版）ができました。冊子はすでに各

会員のお手元に届いているはずですが、ホー

ムページでもご覧になれます。 

https://www.necta.jp/members/ 

またNECTA紹介のパンフレット（令和6年12

月現在）も改訂版ができました。会員一覧、

役員の更新、新所在地の掲載のほか、表紙、

レイアウトを一新しました。同じくホームペ

ージでもご覧になれます。 

https://www.necta.jp/information/pdf/

pamph202412.pdf 

NECTAの紹介はもとより、会社紹介等にも積

極的にご活用ください。 
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NECTA NEWSでは、「会員からのお知らせコー

ナー」への寄稿を募集しております。本コー

ナーでは、会員各社の技術情報や研究成果等

を掲載しております。 

ご要望がございましたら、まずはNECTA事務

局へご連絡頂けますと幸いです。 

 

≪編集後記≫ 

新年あけましておめでとうございます。広

報委員として83号の幹事を務めさせて頂きま

した日本工営株式会社の城本です。 

まずは、巻頭言に寄稿頂いた黒崎NECTA副会

長をはじめ、寄稿頂いた皆様には感謝申し上

げます。 

本号では、前号にて予告しておりました令

和6年度通常総会における特別講演会の内容に

ついて紹介いたしました。次号では、NECTA20

周年記念事業や第8回自然環境共生技術研究会

（CoNECT）についての詳細を報告できる予定

ですので、是非ご期待くださいませ。 

また、11月16日にはNECTAの事務所の移転が

行われました。各種会議やセミナーなどでも

これまで以上に使い勝手の良い環境が整備さ

れておりますので、会員の皆様にもご活用い

ただければ幸いです。 

（広報委員 城本 太郎） 

 

8.会員からのお知らせコーナー 


